予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：企画調査費
	事業名　新　教育普及活動の拡大展開事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

岐阜県美術館　総務部　管理調整係　電話番号：058-271-1313
　　　　　　E-mail： c21801@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　 1,095千円（前年度予算額：　―　千円）
	＜財源内訳＞　
区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,095
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,095

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　・岐阜県美術館の所管は平成26年度に教育委員会から環境生活部に移ったことにより、社会教育機関であることに加えて、地域振興や地域との連携といった視点からの新たな事業展開を求められている。
　　・それを踏まえて、岐阜県美術館以外の場所での教育普及事業について考えるシンポジウムを新しく展開していく。
（２）事業内容

　　・県内で多くの人が集まる場所（ぎふ清流文化プラザ等）に出向いて、教育普及のアウトリーチ活動を行う。（例：幼児と子どもの造形活動）

　　・岐阜県美術館での教育普及活動の実績を活かし、地元各地域により広く教育普及活動を浸透させるための新しい印刷物を作成する。

　　・岐阜県美術館において、コレクションや教育普及活動などをめぐって、地域の特性等の視点から美術館活動の未来を考える、岐阜発のシンポジウム等を開催する。地元有力新聞と連携して、そのシンポジウム等を特集記事等によって発信する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　県民が芸術文化に触れ、文化的な感性を高めていく機会に資するものとして、県の負担は妥当である。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	　　208
	・催物講師謝金

	旅費
	    175
	・催物出張旅費　・催物打合せ旅費　・広報活動旅費

・催物講師費用弁償

	需用費
	    697
	・事務用消耗品代
・催物講師昼食代

・チラシ印刷代

	役務費
	     15
	・催物参加者保険料

	合計
	  1,095
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
・県美術館以外での施設と連携した教育普及事業を新しく展開していく。

　・地域連携の視点から、教育普及のアウトリーチ活動、教育普及のための新たな広報印刷物の作成、シンポジウム等とその紙面特集などを実施する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	参加者数
（ｱｳﾄﾘｰﾁ活動、ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ総計）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	300人
（H27）
	％
　－

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　平成２７年度新規事業のため該当なし


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　平成２７年度新規事業のため該当なし


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	　県内の県美術館以外での施設と連携した教育普及事業を新しく展開していくことは、文化振興及び地域振興の観点から有意義である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

－
	平成２７年度新規事業のため該当なし

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	　県内の県美術館以外での関係機関や、地元有力新聞などの協力を得ることによって、事業の効率化や必要経費の合理化を図る。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・岐阜県美術館の企画展等に比べて、教育普及活動とコレクションは、未だに広く認知されていないため、教育普及のアウトリーチ活動は重要である。
・教育普及事業の館外での活動は、学校等の教育機関が中心で、それ以外のものはまだ試行的であり、一層の展開が望まれる。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　・県民のニーズをより把握しながら、教育普及事業の新展開を考えていく。

　・県内の関係機関や、地元有力新聞などから協力を得ながら、県美術館にでの質の高い教育普及活動を広げていくための連携の可能性をさらに探る。


